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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次　
第59期
第２四半期
連結累計期間

第60期
第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

第60期
第２四半期
連結会計期間

第59期

会計期間　

自平成21年
１月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高
(百万円)

　
5,816 8,093 1,444 1,805    10,658

経常利益又は経常損失

(△)
(百万円) 260 489 △45 △80 432

四半期(当期)純利益又は

四半期純損失(△)
(百万円) 152 247 △16 △55 264

純資産額 (百万円) － － 20,825 20,531 20,660

総資産額 (百万円) － － 25,757 28,202 28,283

１株当たり純資産額 (円)　 － － 1,164.371,185.521,180.70

１株当たり四半期(当期)

純利益金額又は１株当た

り四半期純損失金額(△)

(円) 8.59 14.42 △0.89 △3.19 15.01

潜在株式調整後１株当た

り四半期(当期)純利益金

額

(円) － － － － －

自己資本比率 （％） － － 79.8 71.7 72.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,813 1,688 － － 1,006

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △3,684 △1 － － 218

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △301 △357 － － △431

現金及び現金同等物の四

半期末(期末)残高
(百万円) － － 3,435 7,730 6,401

従業員数 （人） － － 224 211 223

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について重要な変

更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 211 [72]

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を［　］内に外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 193 [61]

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第２四半期会計期間の平均人員を［　］内に外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。　

１【生産、受注及び販売の状況】

 

(1）受注実績

事業の種類別セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

(百万円)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

(百万円)

建設事業 6,858 1,131（83.5％減）

(2）売上実績

事業の種類別セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

(百万円)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

(百万円)

建設事業 1,384 1,744（26.0％増）

その他の事業 60 61 ( 0.8％増）

合計 1,444 1,805（25.0％増）

　（注）１．当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

３．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(3）売上にかかる季節的変動について

　建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第１四半期連結会計期間に集中しているため、第２四半期連結

会計期間から第４四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第１四半期連結会計期間の完成工事高が多くなる

といった季節的変動があります。　　
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なお、参考のため提出会社における個別の事業の状況は次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越工事高
（百万円）

期中受注工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中完成工事高
（百万円）

期末繰越工事高
（百万円）

前第２四半期累計期間

 

（自　平成21年１月１日

至　平成21年６月30日）

土木 5,103 2,952 8,055 3,416 4,639

建築 5,348 6,353 11,701 1,871 9,830

計 10,451 9,305 19,756 5,286 14,469

 当第２四半期累計期間
 

（自　平成22年１月１日

至　平成22年６月30日）

 

土木 4,983 2,056 7,039 4,210 2,829

建築 8,487 2,414 10,901 3,405 7,496

計 13,470 4,470 17,940 7,614 10,325

前事業年度

 

（自　平成21年１月１日

至　平成21年12月31日）

土木 5,103 5,030 10,134 5,150 4,983

建築 5,348 7,605 12,953 4,466 8,487

計 10,451 12,636 23,086 9,617 13,470

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注工事高

にその増減額を含みます。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

 

(2）完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第２四半期会計期間

 

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）

土木工事 310 25 335

建築工事 80 879 960

計 391 904 1,294

 当第２四半期会計期間

 

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

土木工事 575 34 609

建築工事 50 995 1,045

計 625 1,029 1,654

　（注）完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。

前第２四半期会計期間　

　

　

東栄建物販売㈱

(福)あしぎぬ福祉会

京都府　　

507百万円

321百万円

152百万円

39.1％

24.8％

11.7％

当第２四半期会計期間　

 

アンダーツリー㈱

京都府

563百万円

298百万円

34.1％

18.0％　

EDINET提出書類

金下建設株式会社(E00133)

四半期報告書

 5/28



(3）繰越工事高（平成22年６月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

土木工事 2,826 4 2,829

建築工事 2,520 4,975 7,496

計 5,346 4,979 10,325

　

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

  

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　①経営成績の分析　

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気回復や企業収益改善の動きが見られるものの、雇用・所得環

境の継続的な低迷から、個人消費に力強さは戻らず、依然として厳しい状況でありました。

　建設業界におきましては、企業の設備投資意欲や個人の住宅投資意欲が低いこともあり、民間工事の発注は低調に推

移しました。公共工事につきましても、依然として低水準であり、引き続き厳しい状況が続きました。

　このような状況のもとで、当第２四半期連結会計期間の当社グループの売上高は18億５百万円（前年同四半期比

25.0％増）となりました。利益面につきましては、原価管理の徹底、経費削減に努めましたが、営業損失は１億２百万

円（前年同四半期連結会計期間は９千万円の営業損失）、経常損失は８千万円（前年同四半期連結会計期間は４千５

百万円の経常損失）、四半期純損失は５千５百万円（前年同四半期連結会計期間は１千６百万円の四半期純損失）と

なりました。 

　なお、当社グループの売上高は、季節的変動要因により計上時期が第１四半期連結会計期間に比較的集中する傾向が

ある一方で、販売費及び一般管理費等は期間を通じて均等に発生するため、第２四半期連結会計期間から第４四半期

連結会計期間における利益に比べ、第１四半期連結会計期間の利益が多くなる傾向があります。 

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（建設事業）

　厳しい受注環境が継続するなか、受注工事高は11億３千１百万円（前年同四半期比83.5％減）となりました。構成比

は、土木工事57.1％、建築工事42.9％であり、発注者別では、官公庁工事63.2％、民間工事36.8％であります。

　完成工事高は17億４千４百万円（前年同四半期比26.0％増）となりました。内訳は、土木工事６億９千９百万円（前

年同四半期比64.7％増）、建築工事10億４千５百万円（前年同四半期比8.9％増）となりました。構成比は、土木工事

40.1％、建築工事59.9％であり、発注者別では、官公庁工事40.9％、民間工事59.1％であります。

　営業損失は２千８百万円（前年同四半期連結会計期間は１千７百万円の営業損失）となりました。

（その他の事業）

　主にアスファルト合材の販売で、売上高は６千１百万円（前年同四半期比0.8％増）、営業損失は９百万円（前年同

四半期連結会計期間は２千４百万円の営業利益）となりました。
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　②財政状態の分析 

　当第２四半期連結会計期間末における資産につきましては、売上債権の回収等により現金預金が18億３千８百万円

増加しましたが、受取手形・完成工事未収入金等が４億８千８百万円、手持工事の減少により未成工事支出金等が７

億８千９百万円、投資有価証券が４億２千５百万円それぞれ減少したこと等により、前連結会計年度末より８千万円

減少し282億２百万円となりました。

負債につきましては、支払手形・工事未払金等が２億８千８百万円減少しましたが、未払法人税等が２億３百万円、

未成工事受入金が５千８百万円増加したこと等により、前連結会計年度末より４千９百万円増加し76億７千２百万円

となりました。

純資産につきましては、自己株式が６千５百万円増加したこと等により、前連結会計年度末より１億３千万円減少

し205億３千１百万円となりました。

　

（２）キャッシュ・フローの状況  

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ33億９百万円増加

し77億３千万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、未成工事支出金等の増加13億２千３百万円、仕入債務の減少１億１千４百

万円等がありましたが、売上債権の減少18億２千４百万円、未成工事受入金の増加９億５千６百万円等により、12億７

千６百万円の増加（前年同四半期連結会計期間は15億１千７百万円の増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出17億円等がありましたが、定期預金の払戻によ

る収入33億円、有価証券の償還による収入５億２千８百万円等により、21億１千２百万円の増加（前年同四半期連結

会計期間は38億８千２百万円の減少）となりました。　

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により、７千９百万円の減少（前年同四半期連結会計期間は

４千１百万円の減少）となりました。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

　

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動は特段行っておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現

在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 19,033,300 19,033,300
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株　

計 19,033,300 19,033,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 19,033,300 － 1,000 － 2,121
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（６）【大株主の状況】

 平成22年６月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

上原成商事㈱ 京都市中京区御池通烏丸東入仲保利町191 993 5.22

ビービーエイチ フォー フィデリティー

ロープライス ストック ファンド

（常任代理人㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）　

40 WATER STREET,BOSTON,MA 02109 U.S.A

（東京都千代田区丸の内二丁目7-1）
925 4.86

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目1-5 840 4.42

㈱京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町700 840 4.42

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目2-1 837　 4.40

金下　欣司 京都府宮津市 645 3.39

金下　昌司 京都府宮津市 616 3.24

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目8-11 581 3.05

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7-1 567 2.98

金下建設従業員持株会 京都府宮津市字須津471-1 523 2.75

計 － 7,371 38.73

（注）１．上記のほか、自己株式が1,975千株あります。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱は、退職給付信託業務に係るものであります。

　

（７）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】 

平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　　1,975,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式     16,810,000 16,810 －

単元未満株式 普通株式　　  　248,300 － －

発行済株式総数 19,033,300 － －

総株主の議決権 － 16,810 －
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②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 金下建設株式会社  京都府宮津市字須津471-1 1,975,000  －  1,975,000  10.38

 計  －  1,975,000  －  1,975,000  10.38

　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 300 306 338 398 382 368

最低（円） 279 283 305 323 320 338

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人グラ

ヴィタスによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 11,239 9,401

受取手形・完成工事未収入金等 1,447 1,935

有価証券 894 796

未成工事支出金等 ※1
 5,492

※1
 6,282

繰延税金資産 7 8

その他 489 455

貸倒引当金 △18 △18

流動資産合計 19,550 18,858

固定資産

有形固定資産

土地 1,563 1,571

その他（純額） ※2
 660

※2
 685

有形固定資産合計 2,223 2,256

無形固定資産 53 57

投資その他の資産

投資有価証券 5,917 6,342

その他 824 1,131

貸倒引当金 △365 △361

投資その他の資産合計 6,377 7,111

固定資産合計 8,652 9,424

資産合計 28,202 28,283
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 2,594 2,881

未払法人税等 220 16

未成工事受入金 3,901 3,843

引当金 14 13

その他 490 396

流動負債合計 7,218 7,150

固定負債

繰延税金負債 72 96

役員退職慰労引当金 365 358

負ののれん 6 7

その他 11 11

固定負債合計 453 472

負債合計 7,672 7,622

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 2,121 2,121

利益剰余金 17,485 17,531

自己株式 △659 △594

株主資本合計 19,947 20,057

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 276 311

評価・換算差額等合計 276 311

少数株主持分 308 292

純資産合計 20,531 20,660

負債純資産合計 28,202 28,283
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 5,816 8,093

売上原価 5,238 7,228

売上総利益 578 864

販売費及び一般管理費 ※1
 414

※1
 431

営業利益 164 434

営業外収益

受取利息 50 50

受取配当金 28 28

為替差益 27 －

その他 35 34

営業外収益合計 141 112

営業外費用

支払利息 0 0

為替差損 － 18

投資事業組合運用損 42 35

その他 1 3

営業外費用合計 44 57

経常利益 260 489

特別利益

固定資産売却益 － 1

投資有価証券売却益 11 －

貸倒引当金戻入額 18 2

特別利益合計 29 3

特別損失

投資有価証券評価損 10 －

固定資産除却損 － 1

減損損失 － 9

特別損失合計 10 9

税金等調整前四半期純利益 279 482

法人税等 ※2
 122

※2
 219

少数株主利益 6 16

四半期純利益 152 247
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 1,444 1,805

売上原価 1,322 1,682

売上総利益 122 122

販売費及び一般管理費 ※1
 212

※1
 225

営業損失（△） △90 △102

営業外収益

受取利息 23 24

受取配当金 27 28

為替差益 20 －

その他 19 17

営業外収益合計 89 68

営業外費用

支払利息 0 0

為替差損 － 8

投資事業組合運用損 42 35

その他 1 3

営業外費用合計 44 46

経常損失（△） △45 △80

特別利益

固定資産売却益 － 1

投資有価証券売却益 11 －

投資有価証券評価損戻入益 1 －

貸倒引当金戻入額 11 1

特別利益合計 22 2

特別損失

固定資産除却損 － 1

減損損失 － 9

特別損失合計 － 9

税金等調整前四半期純損失（△） △22 △88

法人税等 ※2
 △4

※2
 △24

少数株主損失（△） △2 △9

四半期純損失（△） △16 △55
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 279 482

減価償却費 45 41

減損損失 － 9

引当金の増減額（△は減少） △41 9

前払年金費用の増減額（△は増加） 28 4

受取利息及び受取配当金 △78 △78

支払利息 0 0

為替差損益（△は益） △27 18

投資有価証券売却損益（△は益） △11 －

投資有価証券評価損益（△は益） 10 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,483 488

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 731 794

仕入債務の増減額（△は減少） △419 △288

未成工事受入金の増減額（△は減少） △195 58

未払消費税等の増減額（△は減少） △84 94

その他 △68 △13

小計 1,654 1,618

利息及び配当金の受取額 74 77

利息の支払額 △0 △0

法人税等の還付額 97 9

法人税等の支払額 △12 △16

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,813 1,688

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △7,600 △5,600

定期預金の払戻による収入 2,850 5,200

有価証券の償還による収入 2,300 615

投資有価証券の取得による支出 △1,297 △200

投資有価証券の売却による収入 67 －

その他 △4 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,684 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1 △65

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △300 △293

財務活動によるキャッシュ・フロー △301 △357

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,171 1,330

現金及び現金同等物の期首残高 5,606 6,401

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,435

※
 7,730
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

　
会計処理基準に関する事項の変更

　
完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しており

ましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会

計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は775百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ48百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第２四半期連結会計期間末において、流動資産の「未成工事支出金等」と「材料貯蔵品」として掲記されていた

ものは、当第２四半期連結会計期間では「未成工事支出金等」として一括掲記しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間末の「未成工事支出金等」「材料貯蔵品」はそれぞれ5,448百万円、44百万円であ

ります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見

積高を算定しております。

２．実地たな卸の省略

 

　当第２四半期連結会計期間末におけるたな卸高が、前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるたな卸資産については、前連結会計年度末における実

地たな卸高を基礎として、合理的な方法により算定しております。

３．固定資産の減価償却費の

算定方法

　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結

会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

４．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

 

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度にお

いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており

ます。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

税金費用の計算

 

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計

算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によって

おります。 

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１．未成工事支出金等の内訳は、次のとおりであります。

未成工事支出金 5,411百万円

材料貯蔵品 44百万円

販売用不動産 38百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、2,949百万円であ

ります。

※１．未成工事支出金等の内訳は、次のとおりであります。

未成工事支出金 6,205百万円

材料貯蔵品 40百万円

販売用不動産 38百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、2,976百万円であ

ります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 139 百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7 百万円

貸倒引当金繰入額 2 百万円

　

 ※２．税金費用については、「四半期財務諸表に関する会

計基準の適用指針」第19項の規定により、「中間財務

諸表等における税効果会計に関する実務指針」第12項

（法定実効税率を使用する方法）に準じて計算してお

ります。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示し

ております。

３．当社グループの売上高は、季節的変動要因により計

上時期が第１四半期連結会計期間に比較的集中する傾

向がある一方で、販売費及び一般管理費等は期間を通

じて均等に発生するため、第２四半期連結会計期間か

ら第４四半期連結会計期間における利益に比べ、第１

四半期連結会計期間の利益が多くなる傾向がありま

す。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 154 百万円

退職給付費用 8 百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7 百万円

貸倒引当金繰入額 3 百万円

 ※２．税金費用については、簡便法による税効果会計を適

用しているため、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示しております。

　

　

　

３．　　　　　　　　　　同左
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 65 百万円

役員退職慰労引当金繰入額 3 百万円

貸倒引当金繰入額 2 百万円

　

 ※２．税金費用については、「四半期財務諸表に関する会

計基準の適用指針」第19項の規定により、「中間財務

諸表等における税効果会計に関する実務指針」第12項

（法定実効税率を使用する方法）に準じて計算してお

ります。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示し

ております。

３．当社グループの売上高は、季節的変動要因により計

上時期が第１四半期連結会計期間に比較的集中する傾

向がある一方で、販売費及び一般管理費等は期間を通

じて均等に発生するため、第２四半期連結会計期間か

ら第４四半期連結会計期間における利益に比べ、第１

四半期連結会計期間の利益が多くなる傾向がありま

す。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 79 百万円

退職給付費用 4 百万円

役員退職慰労引当金繰入額 3 百万円

貸倒引当金繰入額 △6 百万円

 ※２．税金費用については、簡便法による税効果会計を適

用しているため、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示しております。

　

　

　

３．　　　　　　　　　　同左

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定  10,035百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,600百万円

現金及び現金同等物 3,435百万円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定  11,239百万円

有価証券勘定 192百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,700百万円

現金及び現金同等物 7,730百万円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成
22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 19,033,300株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,975,407株

 

３．新株予約権等に関する事項

 該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

 決議 株式の種類
 配当金の総額

（百万円）

 １株当たり

配当額（円）
 基準日  効力発生日

 配当の

原資

平成22年３月25日

定時株主総会
普通株式 293 17平成21年12月31日平成22年３月26日

利益

剰余金

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日） 

 
建設事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,384 60 1,444 － 1,444

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 147 147 (147) －

計 1,384 208 1,591 (147) 1,444

営業利益又は営業損失（△） △17 24 7 (97) △90

　 

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
建設事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,744 61 1,805 － 1,805

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 144 144 (144) －

計 1,744 204 1,948 (144) 1,805

営業損失（△） △28 △9 △37 (65) △102
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前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日） 

 
建設事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 5,629 187 5,816 － 5,816

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 361 361 (361) －

計  5,629 547 6,176 (361) 5,816

営業利益 281 77 359 (195) 164

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
建設事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 7,917 175 8,093 － 8,093

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 351 351 (351) －

計  7,917 527 8,444 (351) 8,093

営業利益 551 42 593 (159) 434

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類を勘案して区分しております。

２．各事業区分の主要な内容

建設事業　　：土木、建築工事の施工に関する事業

その他の事業：アスファルト合材の製造・販売事業、建設用資材の販売事業他

　　　　３．会計処理基準等の変更 

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間より「工事契約に関する会計基準」を適用しております。　　

　これにより、当第２四半期連結累計期間の「建設事業」の売上高は775百万円、営業利益は48百万円増加して

おります。　
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至

　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

　　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至

　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

海外売上高がないため、記載しておりません。

 

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

著しい変動がないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 1,185.52円 １株当たり純資産額 1,180.70円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 20,531 20,660

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
308 292

 （うち少数株主持分） (308) (292)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
20,222 20,368

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

末（期末）の普通株式の数（株）
17,057,893 17,251,222

 
　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8.59円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純利益金額 14.42
円

　

同左

　

　

 

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益（百万円） 152 247

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 152 247

期中平均株式数（株） 17,654,157 17,144,116
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △0.89円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純損失金額（△） △3.19円

同左

　

　　

　

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △16 △55

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △16 △55

期中平均株式数（株） 17,653,364 17,086,221

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

著しい変動がないため、記載を省略しております。 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

金下建設株式会社

取締役会　御中

監査法人グラヴィタス

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　一弘　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木田　喜代江　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている金下建設株式会社の

平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、金下建設株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

金下建設株式会社

取締役会　御中

監査法人グラヴィタス

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木田　稔　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 圓岡　徳樹　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている金下建設株式会社の

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、金下建設株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結

会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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